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　被害想定な ど地震被害危険度の評価において、各種建築物の被害予測が実施 されてい る。

建築物の中で木造建築物及び鉄筋コ ンク リー ト （RC ）造建築物に関して は、 これまでの

地震被害の経験的な事例の分析及びこれ らの建物に関する保有耐力の 分布調査な どか ら耐

震工学的な観点か ら系統的に被害予測の評価手法がほぼ確立 して いる と思われる。

　 しか しなが ら、鉄骨造建築物の 地震に よる被害想定に 於ては、 この種の建築物の構造特

性が多岐にわたるため、これまでに あま り明確な被害想定手法が開発されてい ない 。

　 しかし、現在多数の 中低層鉄骨造建物が建設 されてお り、 過去の被災事例が少なく比較

的耐震性を有 して い る とはい え、その設計 ・施工 の程度に よ り地震時に被災す る危険性が

高い建物も存在する と考え られ る。従 っ て、具体的な設計図書に基づ い た耐震診断の結果

か ら被害予測が実施 されるこ とが重要 と考えられる 。

　本報告は．損害料率算定会の 報告Oを基に 、 上記の 点を考慮 して鉄骨造建築物の耐震診断

結果と実在建物の保有耐力の 検討結果よ り、 構築 された被害予測手法に 若干の検討を加え

て、評価方法を吟味したものであ り、その結果 を実際 に 特定地域の鉄骨造建築物の振動被

害予測に適用する こ とを試みたものである 。

　 このような被害予測の評価手法に よ り、鉄骨造建築物の保有耐力と入力地震動特性から

被害予測の 評価が可能 とな り、評価手法 としては、従来の 木造 ・鉄筋コ ン ク リー ト造建物

の被害予測評価 とほほ同様な流れで、系統的な評価が可能 となるもの と考え られる 。
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1 ． は じめ に

　被害想定など地震被害危険度の評価において、各種建築物の被害予測が実施されて い る 。

建築物の 中で木造建築物及 び鉄筋 コ ンク リー ト ｛RC ）造建築物に関しては、 これまでの

地震被害の経験的な事例の 分析及びこれ らの建物に関する保有耐力の分布調査などか ら耐

震工 学的な勧点か ら系統的に被害予測の 評価手法がほほ確立 してい ると思われる 。

　しかしながら、 鉄骨 〔S ）造建築物の 地震に よる被害想定に於ては、 この種の 建築物の

構造特性が多岐にわたるため ． これまでにあまり明確な被害想定手法が開発されてい ない 。

　 しか し．現在多数の 中低層鉄骨造建物が建設されてお り、過去の 被災事例が少な く比較

的耐震性を有 してい る とはい え 、 その設計 ・施工の 程度に よ り地震時に 被災する危険性が

高い 建物 も存在すると考えられ る 。 従 っ て 、具体的な設計図書に基づい た耐震診断の結果

か ら被害予測が実施されるこ とが重要 と考えられる。

　本報告は、損害料率算定会の 報告
t）
を基に、上記の点を考慮 して鉄骨造建築物の耐震診断

結果 と実在建物の保有耐力の 検討結果より、 構築 された被害予測手法に 若干の検討を加え

て 、評価方法を吟味したもの であり、 その結果を実際に特定地域の鉄骨造建築物の振動被

害予測に 適用することを訟みた もの である。

2．鉄骨造建築物の 被害

　比較的近年に発生 した地震で 、 1978 年の 伊豆大島近海地震 （M7 ． 0 ）、宮城県沖

地震 （M7 ． 4 ）及び 1983 年の 日本海中部地震 （M7 ． 8 ）な どの 被害地震に於て は、

工場 ・倉庫 ・体育館などの建築物を中心に被災したこ とが報告されて い る 。

　これらの 多 くは ．

一
般に ブレ ー ス 材の破断、柱脚部アンカーの 破損及び外壁材の 剥離な

どの 比較的軽微な被害で あるが、幾つ かの 建築物に は、主要な構造部材の被害も報告 され

て い る 。

　最も多くの 鉄骨造建築物が被災 した 1978 年宮城県沖地震では、卸町を含む仙台市東

部の 地域を対象として、かな り詳細な被害調査が実施され報告されて い る
2｝
。

　その 結果に よれば、鉄骨造建築物の 2階建以上の総調査棟数 421 棟中、倒壊 6棟

〔1． 4 ％）、大破 12 棟 （2． 9 ％ ｝ 、 中破 31 棟 （7 ． 4 ％ 》、小破 80 棟

（19 。 0 ％）、軽微 161 棟 （38 ， 2％ ｝で ． 無被害 亅31 棟 （31 ， 1％）と報告

されてお り、構造的に も大 きな被害を受けた こ とに なる中破以上の被害建物は 、 49 棟で

調査建物の 11 ． 7 ％ となる 。

3 ， 既往の振動被害率予測評価法

　既往の 鉄骨造建築物の被害率予測手法には、東京都、多摩地区、神奈川県、千葉県、埼

玉県及び東京都などの被害想定報告書に適用され た方法がある 。

　たとえば 、 神奈川県
3）
では、 鉄骨造建築物の中でその構造形式を限っ て木造建物の被害想

定手法 を準用 してい る 。 東京都
4）
で は、 中低層鉄骨造建物モ デルのモ ーダル アナリシス によ
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るベ ー ス シア係数に より被害程度を類推 し、被害 ランクの判定を行 っ てい る 。

　また、東京都
S）
では、鉄骨造建築物の被害想定にあた っ て、ブ レース構造のみを対象とし

てい る 。 これは、過去の地震被害には本格的なフ レ ー ム構造は被害がほとんどな く、被害

が生 じたのは、工場 ・ 倉 庫な どの L2 階建ブ レ ー ス 構造で あっ た こ とによるもの で ある 。

　そ して ． 被害想定手法は 、 基本的には木造と同手法で あるが建築物デ ー タに は．フ レー

ム構造 ・プ レ V ’一ス構造の 区分がないため、鉄骨造建築物で平屋 、 2階建の 工 場、倉庫など

は、ブ レース構造と仮定 し、周期や耐力に関する基本的デ ー タが不足してい るため、経験

的に これ らのパ ラメータの 値を推定してい る。

　以上の様に、鉄骨造建築物の振動被害率の 評価手法 は、必ずしも実存す る建物が保有す

る耐力 と入力の地震動の 強 さ との関係か ら系統的に 被害評価を行 うこ とに はな っ てい ない 。

　これは、上述したように 、過去の被害事例が少な く．構造形式が限られてい る ことと、

構造形式が多岐にわた っ てお り、各 々の建物の 耐震性評価の指標が十分に把握されてい な

い こ とが大きな原因と考えられる。

4．損害料率算定会の 手法の概要

　損害料率算定会 「非木造住宅

の地震による損害被害率の 予測

に関する研究亅報告書では、既

存建物の 耐震性能 と地震時に 必

要 とされる耐震性能との比較に

よ り鉄骨造建築物の 被害寧の 予

測手法を検討 して い る 。 この 被

害想定手法の 流れは 、

  振動に よる被害の 予

　　測は 、既存建物の耐

　　震性能 （構造耐震指

　　標 ：VR ）の 確率分布

　　 と地震時に必要 とさ

　　れる耐震性能 （地震

　　入力指標 ： Vl ） との

　　比較によ り行 う。

  既存建物の 耐震性能
’

　　は、耐震診断結果を

　　 もとに して 建築年代

　　 に よっ て分類 し、確

　　．率分布 モデル を作成

　　 す る 。

・

  地震時に 必要 とされ

　　 る建物の耐震性能は、

・・

ヒ
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　　地盤種別の建物周期及び入力地震から求める 。

  以上の手法によ り、地盤型区分に鉄骨造建築物の建物モデル毎の 被害率を予測

　　する 。

となっ てい る。 ここでは 、 この振動被害予測評価方法の概要を示してお く。

4 − 1構造耐震指標分布 ｛VR ）

　鉄骨造建築物の 耐震診断を行っ た結果、昭和50 年 と59 年の建物を比較すると、 耐震

性能に大 きな差があっ た。 この大きな要因は、昭和56 年に改正された新耐震基準に よる

こ とが挙げられる。従っ て 、被害率算定に於ては、建築年代に よるグループ化を昭和 56

年 を境に して分ける こ ととして い る。 また、耐震診断件数が少ない こ とか ら、鉄骨造建築

物の 階数に よるよ り詳細な グル ー プ分けは してい ない 。

　耐震診断は 、建物の 2方向につ い て行われたが 、 被害想定とい う観点から弱方向の 構造

耐震指標のみ を用い ．確率分布モ デル は対数正規分布するもの と仮定されてい る 。

　各グループの平均値は、昭和 56 年以前を 100 とし、以後を 50 とした 。 また 、 分散

につ い ては、両 グループとも標準偏差は 0 ． 4 と仮定されてい る e この確率分布による累

積度数分布は 、 図 1に示される様な分布 となっ てい る 。

4 − 2鉄骨造の地震入力指標V1

耐震 診断の判定値で ある地震入力指樽が、被害を生 じさせない ための 目標値で ある と考

えて、被害程度を予測するための地震入力指標 Vl を設定 して い る。

　地震入力指標は 、下式で算出される 。

　　　　VI ＝ Sv ・G

　　　　　　　 Sv ：地震動の 非減衰速度応答スベ ク トルの最大値 tcm ／ scc ）で下式 よ

　　　　　　　　　　 り求める 。

　　　　Sv ＝ Z ・M 。Svo

　　　　　　　　 Z ：地震地域係数、 ここで はZ ＝ 1． 0 とする 。

　　　　　　　　 M ：周辺の地形 ・ 建物用途に 関する補正係数、 ここで はM ＝ 1． 0 と

　　　　　　　　　　 する 。

　　　　　　　　 Svo ：基準非減衰速度応答ス ベ ク トルの 最大値 tcm ／ sec ｝

　　　　　　　　 G ：地盤種別スベ ク トル係数で 下式よ り求める 。

　　　　T 〈 Tc の とき　　　G ＝ E ・ T ／ Tc

　　　　T ≧Tc の とき　　　G ＝ 　E

　　　　　　　　 T ：建物の 固有周期 （秒》

　 　　 　 T ＝ 0 ． 03 十 〇． 09N

　　　　　　　　 Tc ：地盤種別に よ り定まる周期

4 − 3鉄骨造の 振動に よる被害率

　上記の地震入 力指標 ｛Vt ）の 値に対 して 、彼害を生じさぜ うる値 として、構造耐震指

標 ｛VR ）の 値が、被害程度別に設定で きれば鉄骨造建簗物の被害率が算出で きる 。
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　上記報告書では 、 既往の地震に対しての検討結果か ら、 次の閾係を用い て被害判定を行 っ

て．大破皐及び中破率を算出してい る 。

　　　　 大破 ：　 VR ≦ （1／ 2） Vl

　　　　 中破 ：　 （1／ 2） Vl ＜ VR ≦ （2／ 3）VI

従 っ て、被害率は次式である 。

大破率　　Py ＝ Σ Pyi ・Pai

中破率　　Pm ＝ ΣP
． 1

・P
． i

　　　　　　i ：昭和 56 年を境とした 2つ の モデ ル

　　　　　　Py ， P
皿

：各被害判定の VR の 建物の存在比率

　　　　　　P
， 1 ：各モ デルの建物の 棟数比寧

5．構造耐震指標 Lt，）と保有耐力 （Q 。∠彑u 。）の 相関性

　以上の方法が 、 損害保険料率算定

会に示された被害評価手法の 概略で

あ る 。 こ こで 、構造耐震指標

（VR ）は 、既存鉄骨造建築物の耐

震診断に於て 、品質指標 （Q）と基

準耐震指標 （V ） と形状指標 （S）

2

2

1
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 A

との 積によ り、算定される値である。窪1

従 r） て 、構造耐震指標 （VR 》が実 i1

貔 傭 饕芸？欝 鏨乞警 1

　VR は、数値が大きい 程耐震性が　　　
高い と考 え られ るが 、 実際 の被害 事
　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　
例 と鉄骨造建築物の 構造耐震指標

｛VR ）の 関係につ い ての研究は、　　　

こ

密 驪 響 露 響
゜　 ’51

面磁・

Z533 ’54

測評価法に 於て 用い られた鉄骨造建物の 図面 よ　　　 図2． VR とQu／Qun の関係

り算定 された VR と、平野 ら
6）

，の研究報告から、

同一建築物に 関 して 算出された保有水平耐力 （Qu ） ， 必要保有水平耐力 （Q ． 、）の 比Qu
／Q ． を用いて 、両者の相関性に つ いて若干の検討を試みた。

　 ここでは、年代別は考慮せずすべ ての 建物を対象 として、平均化した結果を図 2に示す。

　両者は、指数関数的な関係を示 し、Qu／Q ．
が 1． 5程度まで VR が約 60 〜 65   eの

一
定値を示 し，それ以上になる と急激に上昇する傾向を示 してい る 。 この ことは、 VR が

鉄骨造建築物の耐震性をかな りよく評価してい るもの と考え られる 。

6 ． V 璽の 推定 （非　衰速　応答スベ ク トル）

前節に 於て 、実存する建物の 耐震診断に基づ く構造耐震指標 （VR ）と保有水平耐力
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　　　（Qu／Q ．
）との相関関係からほぼ Q り／Q．

が LO となる場合 、 すなわち実存する建物

　　の 保有水平耐力が必要保有水平耐力を上回る限界の樽造耐震指標 （VR ）は 、 約60   醒

　　度と推定される 。

　　　ここでは、実際の代表的な加速度地震記録に基づ いて 、速度応答ス ペ ク トルを算定 し、

’
　 ‘Tt ’

振動被害予測評価のための被害判定規準を見積る基礎デ Pt 夕とする 。

　　　使用した加速度波形は、ELCENTRO 波 （最大振幅 345 　gal）、TAE「rli皮 （最大振幅

　　 171gal ） 、 八戸波 〔最大振幅 170 　gal）及びCAPrrOM 波 （最大振幅 391 　gal）の 4

　　波形であ り最大加速度値は規準化せずに 原波形によるその ままの最大値 としてある 。 その

　　波形の非減衰速度応答スペ ク トルを比較したもの を、 図 3に示す。

　　　図 3よ り、 代表的な地震波に於けるVl 値の 目安が理解され、　VR の 60   eを一応耐震

　　性を考慮 した被害判定の
一

つ の設定値 とすれば、最 も被害を受ける の はELCENTRO 波であ

　　り、逆に最も被害が少ない もの は 、 TAFT 波で あり、平均的なものはCAPITOLA 波 と考えら

　 　 れ る 。

　　　従 っ て、建物の 固有周期にもよるが、図 1に示 された VR の 分布か ら見て も設定された

　　 大破 、 中破の判定を大幅に変更する 必要はない もの と考え られる 。

　 　 　 　 　 1000

丁

寓100

≧
’
s

δ
　 　 10

「：ニー^
・・

卜・
一

タ…

匹鬢二
波

　 　 　 　 1

　 　 　 　 e．1　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　
10

　　　　　　　　　　　　図 3 洛 齠 の 鍵 度rsasスベ ク トル贓

7 ．適　例
一
　葉県市Jl市一

　市川市には、全体で約 14 、 000 棟の鉄骨造建築物が分布してい る 。

　被害予測は、市川市を 500m メ ッ シ ュ に分割 して ．振動による各被害寧を求めた。

　　　  市川市の 地盤を 500m メ ッ シ ュ によ り41 タイプの地盤分類を行 っ た。

　　　  各地盤の モ ラリレ化を行い 重複反射理論に よる一 次元地盤応答解析を行い 、伝達

　　　　　関数を求め地盤の動特性を検討 し、 7 タイプに 分類した。

’ 　   想定地震をCAPITOLA 波 として 、地表の応答加速度値を設定 し非減衰連度応答

　　　　　 スベ ク トルを算定した 。
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以下の振動被害率予測は 、上述の損害保険料率算定会の方法によっ た 。 その手法の 概要

と流れ図を図 4に示す 。　　　　　　　　

釁§驪

　　　　　　　　 図 4 ．鉄骨造建築物の被害想定手法の流れ図

その 結果として 、総合的な被害率は図 5に示す様に な っ た 。 ここで 、被害寧 とは各メ ッ

シ ュ に対して 〔大破率＋ 0 ， 5中破準）／全家屋数である。 また、市川市全体での大破率

は 2 ． 25 ％ 、中破率 2． 81 ％ と算定 された。
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図 5 ，千葉県市川市の 地形図 と鉄骨造建築物の 被害率分布
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8 ．ま とめ

　本論は、地震被害危険度評価に於ける鉄骨造建築物の振動被害率予測の評価方法につ い

て検討を実施したものである ． ここでは ． 特に損害保険料率算定会報告書に よ り示 された

実存建物の構造耐震指標に基づ い て、入力地震動の強さとの 関係から導 きられた評価方法

を基本 として、若干の検討を加えたもの とな っ てい る 。

　ここで用い られた評価手法により．鉄骨造建築物の 保有耐力 と入力地震動特性か ら被害

予測の 評価が可能 となり、 評価手法 としては 、 従来の木造 ・鉄筋コ ンクリー ト造建物の被

害予測評価 とほぼ同様な流れで 、 系統的な評価が出きるもの と考える。

　しか しながら、 VR を算定した実存の建物の 事例が数少ない ため、今後更に VR 及び Vl

に関する十分な分析を必要 とする 。 また、将来的に は、 6〜 7階程度の鉄骨造建築物まで

の用途 ・年代及び階数別の VR の分布 も明確にする必要がある と思われる。
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